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エコキャップ回収運動で３つの社会貢献

①回収
ペットボトルキャップを分別
し再資源化することで、焼却
時に出るCO2の削減につなが
ります

④ 寄付団体を通じ途上国の子どもたちにワ
クチンを提供

ポリオワクチンだけでなく、BCG、はしか
などのワクチンのほかワクチンを運ぶため
の医療器具や輸送費に充てられます

②分別・粉砕
異物の除去作業等を障がい者
施設に依頼することで、障が
い者の就労支援になります

③ リサイクル業者へ売却し
売却益の一部を「世界の子
どもにワクチンを 日本委
員会」に寄付
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　身近なところから実践できる社会貢献活動として、年間を通じて取り組んでいる「エコ
キャップ回収運動」に、今年度も多くの組合員のみなさんにご協力いただきました。
　今回の生保労連全体での回収総数は約16,500個、重量にすると約38.4kgで、ポリオ（小
児麻痺）ワクチンに換算すると20人分になりました。
　また、分別の際に異物の除去作業を障がい者が担い、分別焼却することによってCO２換
算約121kgの削減につながるなど、地球温暖化対策の側面もあります。
　みなさんのたくさんのご協力ありがとうございました。引き続きご協力をお願いしま
す。

キャップの貯金箱推進ネットワークとは？
　無駄に捨てられているペットボトルのキャップを集め、その売却益
を「世界の子どもにワクチンを 日本委員会」を通し、世界中の子ども
たちが、未来を、明日を生き続けることができるように、ワクチンを提
供しています。
　知的障がい者施設に対する応援、学校の環境教育講習のサポート等
も行っている、内閣府から認証を得た特定非営利活動法人です。

■ペットボトルキャップ回収の際のお願い
・ 異物が混ざらないようにしてください。特にライターや乾電池など危険物が混在している
と、作業中の事故につながります。
・値札やポイントシールなどは剥がして回収してください。

キャップ約800個で子ども1人分のポリオワ
クチンを購入できます

　生保労連では、人権・貧困・天災等に対する人道的支援を目的とし
た「連合・愛のカンパ」の趣旨に賛同し、毎年活動に参画しています。
　今年度も各組合と組合員のみなさんにご協力をいただき、
772,632円のカンパ金をお寄せいただきました。
　みなさんから寄せられたカンパ金は、連合を通じて、国内外での
災害救援・支援活動や環境保全活動等を行う団体等への助成、自然
災害等による被災者に対する救援・支援等に役立てられます。

■「連合 愛のカンパ」とは？
　1989年の連合発足以来、人
権・貧困・天災などに対する人道
的支援を目的に、組合員が全員
参加で社会に貢献する活動とし
て展開しています。
　生保労連もその趣旨に賛同
し、各組合・組合員のみなさん
のご協力のもと、毎年取組みを
行っています。

「連合 愛のカンパ」への
ご協力ありがとうございました

▲ 連合第78回中央委員会
（2018.10.11）での愛の
カンパ贈呈式の様子（公益
財団法人がんの子どもを
守る会）。

　 患児家族が直面している
困難・悩みを軽減する活動
に対し、助成金が寄贈され
ました。

▲ 日々たくさんのキャップ
が届きます

▲ 障がい者の方に異物の除去
作業を行ってもらいます

▲ 粉砕したものを業者に
売却します

▲ 分別したキャップを機械
で粉砕し細かくします
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超少子高齢社会を乗り切るためには
がますます重要に女性と高齢者の活躍

　現在、日本は、出生数の減少、人生100年時代の到来など、超少子高齢社会に突入しています。こうした人口動態は、生保産業にとって、
各社の戦略や働く者にも大きな影響を与えます。
　そこで、生保労連では2018年11月28日に開催した第1回単位組合委員長会議で、東京大学大学院特任教授で、生保労連ユニオンアド
バイザーの小川直宏先生を講師としてお招きし「わが国における少子化・高齢化-最近における新たな動向と求められる政策対応-」をテー
マに、最近の調査結果等をまじえながら講演をいただきました。

 日本は人類史上初めての歴史的逆転を経験
　20世紀は人口爆発の世紀であったが、21世紀は高齢化の世紀といえる。日本では、
1997年に人類史上初めてとなる高齢人口（65歳以上）が年少人口（0歳～14歳）を上
回る歴史的逆転が起きた。
　高度成長期頃から、国は少子化の到来を予期していたが、当時、他に優先する課題
があり、少子化対策を後回しにしてしまった。その後、団塊ジュニア世代が出産適齢
期を迎える2000年代中ごろに期待されていた第3次ベビーブームが起こらなかった
ため、国は遅ればせながらも少子化対策を本格的に行うことにした。

 女性の職場環境の改善が少子化対策のカギに
　2017年に政策が出生率に与える影響等を調査した「少子高齢化社会における家族・
出生・仕事に関する全国調査」の中で、様々な少子化対策に有効な政策を講じた場合、
出生率は大幅に改善するとの結果が出ているが、それには消費税で言えば4％程度の
財源が必要となる。また、アンケートの結果、過去と比較して、夫婦で理想とする子ど
もの数が減少したことが気がかりである。
　一方、人手不足等を背景に働く女性が増えている中で、35歳から40歳代での出産も
増える傾向にあるが、就業形態別でみると、パートタイムよりフルタイムで働く女性
の方が第2子を出産している。これは、いわゆる正規労働者の方が、育児休業等を取得
しやすいなど働き続けやすい環境が整備されているためだ。労働組合としては、少子
化対策の観点からも、是非、女性が出産しやすい、出産後も働きやすい環境づくりに
努めてもらいたい。

 高齢化対策には地域の役割発揮と認知機能の向上が重要に
　先程の調査の中で、老後を子どもに頼る親の割合や年老いた両親の世話をすること
は良いことだと考える子どもの割合が、過去と比較して急激に減少している。こうし
た状況をみると、今後、地域の役割発揮が重要になる。
　また、団塊の世代が75歳以上になる2025年に向け、新しい重要な政策として高齢
者の認知機能の向上がある。現在の医学では、認知症の治療はできないが、改善する
ことはできる。認知症が発症しない様に、欧米諸国では様々な対策が進んでおり、例
えば、医学の進歩、ライフスタイルの変化、経済・社会的生活の向上等があるが、その
中でも認知機能の向上につながる教育が重要とされている。

 高齢者の活躍がシルバー配当を生み出す
　高齢者が現行の一般的な定年年齢である60歳以降も仕事をする場合、賃金設定に関
する課題や若年層の仕事が減るといった懸念もあるが、直近の調査では60歳以降も
50歳代と同様の働き方をすると、日本のGDPが4.5％上昇するとの結果が出ている。
この上昇分は、シルバー配当と呼ばれており、高齢者の活躍が経済成長につながる。
　定年が55歳であった1920年の55歳以上人口の占率は11.5％であったが、それを
現在の状況で換算すると定年は77歳になる。日本人の平均寿命が延びている中で、定
年延長の動きはまだまだ鈍い。シルバー配当を生み出すためにも、定年延長等の高齢
者が活躍できる環境の整備が急務だ。

▲ 講演する小川先生




